
経営の安定と雇用確保のため法人化を実現
経営概要
株式会社アンビシャスファーム
◆代表者・所在地
佐藤 孝志 岩手県北上市

◆設立
 令和６年３月
◆経営規模
 水稲 28.8ha、小麦6.3ha、大豆9.2ha、露地野菜0.8ha、
ひまわり6ha

◆従業員数
 パート・アルバイト１1名
◆事業内容
地域の水田を活用した農産物の生産販売、加工販売、薪製造
等に取り組む。

法人化

北上市「ひまわり畑ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の一環として栽培するひまわり

相談者が農業経営を行う地域は水田地帯であり、周辺
農業者の高齢化により農地が相談者へ集積し、経営面
積は年々増加している。
今後も地域の担い手として持続的に農業を行っていくた
め、法人化を希望しており、具体的な手続き等について
「岩手県農業経営・就農支援センター」に相談があった。

■支援チームによる支援計画の策定
法人設立に必要な手続きに関する知識取得や、法人

化の目的とメリット・デメリットを明確にして雇用を見据えた
中長期の経営計画を作成するために、専門家の支援が必
要であることから、支援チームを編成し、計画的な支援を
行った。

支援チーム構成員：
普及指導員、県職員、市職員、
ＪＡ職員、税理士、社会保険労務士、中小企業診断士

経営の安定化と雇用の確保を図るため、法人化を考え
ており、法人化及び雇用にかかる労務関係の具体的な手
続きの内容や進め方を教えてほしい。
また、法人化に向けて、経営分析・診断による課題の抽
出と中期経営計画の方向性を検討したい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
普及指導員が中心となり、相談者と意見交換し、疑問

点や課題の整理を行った。その後、税理士、社会保険労
務士、中小企業診断士の派遣を通じて、法人化に向けた
支援を行った。

・法人化に向けた手続き・税務等の助言
（税理士）
法人の形態、設立の流れと必要な手続き、決算期、費
用・資本金・税金など、相談者の疑問点について助言を
行った。

・法人化後の労務管理についての助言
（社会保険労務士）
法人設立後の社会保険加入の手続きの流れと保険料
に関する助言を行った。

・経営課題の解決に向けた助言
（中小企業診断士）
  法人設立に向け、経営分析・診断による課題の整理、
将来ビジョン・経営目標の明確化に関する助言を行った。
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中小企業診断士による将来ビジョン・経営目標等の作成助言の様子

相談内容２現状と相談までの経緯１

支援内容3



岩手県農業経営・就農支援センターは、岩手県が農業を担う人材を幅広く確保するとともに、就農から経営発展まで一貫
してきめ細やかなサポートを実施するために設置し、市町村や農業関係機関・団体等と連携を図りながら、新規就農者や担
い手の確保、育成に向けた支援を行っています。

岩手農業経営相談センター外観

組織概要
■相談窓口
【就農・経営相談】 岩手県庁
住 所：岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県庁５階

農林水産部農業振興課・農業普及技術課
電話番号：０1９－６２９－５６５４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：8：30～17：00 予約制
【経営相談】 いわて農業経営相談センター
【経営相談】（岩手県農業協同組合中央会）
住 所：岩手県盛岡市大通１丁目２番１号

  岩手県産業会館５階
電話番号：０１９―６２６―８５１６
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：10：00～12：00 13：00～16：00
【就農相談】 公益社団法人 岩手県農業公社
住 所：岩手県盛岡市新明町７番５号
住 所：パルソビル３階
電話番号：０１９－６２６－８５１６
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）

 10：00～12：00 13：00～16：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
専門家等のアドバイスを受け、法人名や経営理念、事

業内容、資本金など、法人化に向けた疑問点や進め方に
関する理解が深まった。また、定款の策定を通じて、目指
す法人の姿や経営の方向性が明確化された。

喜びの声

個別に時間をかけて相談できたので、法人化に関する具
体的な手続き等について細かいところまで聞けて良かった。
経営者としての自覚を強く持てるようになり、雇用確保や地
域の信用が得られることなどの法人化のメリットを感じました。
経営分析により、スケールメリット以上に経費が掛かってい
たことが分かったので、コストに気をつけて積極的に投資して
いきたいです。

専属スタッフ所感

関係機関を含めた株式会社化に向けた打ち合わせ

■今後の展開
法人化に伴い、常時雇用者を１名採用する予定であり、

就業規則の作成を行う。
今後は小麦・大豆の生産性向上と農地の集約を図るこ
とで、経営の安定化を目指す。また、地域内の人と物を積
極的に活用して、地域で経済が回る仕組みづくりを目指
す。

＜支援機関＞岩手県農業経営・就農支援センター

経営の安定化と雇用の安定確保のため、法人化に強い
意欲を持って取り組んでいました。
取組を通じて、課題と法人のビジョンが明確になると
ともに、関係機関の連携・協力により、円滑に法人化
の目標の達成を支援することができました。
  法人化が雇用の確保と信用を向上させ、経営改善の取
組みが進むことが期待されます。




